
平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業費

補助金交付要綱

（趣旨）

第１ 県は、農山漁村女性起業（県内の農山漁村において農林水産資源を活用した直売、

加工、農漁家レストラン、農漁家体験交流等に取り組み、収益を得ている女性又はこれ

らの女性が中心となり組織する団体をいう。以下同じ。）の活動を持続的に発展させ、

さらなる収益の増加はもとより、農山漁村女性起業を核とした６次産業化の促進や新た

な「食」産業の創出、雇用拡大等の地域活性化を図るため、若手女性起業が事業実施計

画書（農山漁村の元気な女性活動促進事業実施要領（平成２４年４月１７日制定）第４

の４に基づき作成し、承認を受けた事業実施計画書をいう。以下同じ。）に基づき実施

する取組に要する経費について、平成２５年度予算の範囲内において、当該農山漁村女

性起業に対し、青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付するものとし、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規

則（昭和４５年３月青森県規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要綱の定めるところによる。

（補助対象経費及び補助金の額）

第２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額

は、別表のとおりとする。

（申請書等）

第３ 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。

２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書

類は、次のとおりとする。

（１）補助対象経費の内容を明らかにする設計書又は見積書

（２）農山漁村の女性が組織する団体にあっては、当該団体の組織及び運営に関する規

約並びに当該年度収支予算書及び前年度収支決算書等の写し

（３）その他知事が必要と認める書類

（補助金の交付の条件）

第４ 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規

定により付された条件となるものとする。

（１）補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）に要する経費につ

いて、補助対象経費の２０パーセントを超える増減を伴う変更をする場合は、事業

変更承認申請書（第２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第

２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。

（４）補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明かにす

る書類、帳簿等を備え付け、これらを平成２６年４月１日から５年間保管しておく



こと。

（５）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもっ

て管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図

ること。

（６）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産について財産管理台帳（第３

号様式）その他関係書類を第１０に規定する期間整備保管すること。

（７）規則第１９条本文の規定により知事の承認を受けて財産を処分したことにより収

入があった場合において、知事の定めるところにより、当該収入の全部又は一部を

県に納付すること。

（申請の取下げの期日）

第５ 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交

付の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。

（補助金の交付方法）

第６ 補助金は、補助事業の完了後交付する。ただし、知事が必要があると認めるときは、

概算払により交付することがある。

（補助金の請求）

第７ 補助金の請求は、補助金（概算払）請求書（第４号様式）を知事に提出して行う

ものとする。

（実績報告）

第８ 規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認

を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日又は平成２６年４月１０

日のいずれか早い期日までに実績報告書（第５号様式）に知事が必要と認める書類を

添えて行うものとする。

（処分の制限を受ける財産）

第９ 規則第１９条第４号の規定により処分の制限を受ける財産は、取得価格又は効用の

増加価額が１件５０万円以上の機械及び器具とする。

（処分の制限を受ける期間）

第１０ 規則第１９条ただし書の規定により財産の処分の制限を受ける期間は、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経

過するまでの期間とする。



別表（第２関係）

補助対象経費 補助金の額 備考

若手女性起業が事業実施計画書に基づき実施する 補助対象経費の２ 補助事業の実施に当たっては、次に掲げる要件を全
取組に要する次に掲げる経費 分の１に相当する て満たすものであること。

額又は500千円の
１ 機械施設整備費 いずれか低い額以 １ 農林水産資源を活用する取組であること。

機械、簡易な施設等の購入、借用及び改良に要 内の額
する経費 ２ 家族経営協定で起業部門を設定しているか、また

は事業実施期間中に締結が確実であること。
２ 原材料、消耗品費

事業の実施に必要な原材料、副材料及び消耗品 ３ 事業内容の実現性が高い取組であること。
の購入に要する経費

４ 地域における雇用創出や関連産業との連携など、
３ 新商品の試作等に係る委託費 地域全体への波及効果が高い取組であること。

新商品の試作、既存商品の改良等の外部業者へ
の委託に要する経費

４ 販売促進費
販売フェア、流通販売調査等販売促進に要する

経費

５ アドバイザー派遣費
専門アドバイザー等からの助言・指導に要する

謝金及び旅費

６ 事務費
事務用品の購入に要する経費

７ その他の経費
上記に掲げるもののほか、知事が特に必要と認

める経費



第１号様式（第３関係）

番 号

平成 年 月 日

青森県知事 殿

住 所

申請者

氏名（名称及び代表者氏名） 印

平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業費補助金交付申請書

平成２５年度において実施する青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業について、

補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条の規定により、

関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１ 事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

事業に要する経費 金 円

補 助 対 象 経 費 金 円

補助金交付申請額 金 円

２ 事業の内容等

事業実施計画書のとおり

（注）事業実施計画書の添付は要しない。



３ 収支予算

（１）収入の部

区 分 予算額（円） 備 考

県補助金

自己資金

そ の 他

合 計

（注）備考欄には、「自己資金」については調達方法又は制度資金等を利用する場合

の資金名・額等を、「その他」についてはその内容を、具体的に記載すること。

（２）支出の部

負担区分（円）

区 分 予 算 額 備 考

（円） 県補助金 自己資金 その他

（円） （円） （円）

４ 補助事業完了予定年月日 平成 年 月 日



第２号様式（第４関係）

番 号

平成 年 月 日

青森県知事 殿

住 所

補助事業者

氏名（名称及び代表者氏名） 印

平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業

変更（中止・廃止）承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定の通知を受け

た平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業について、下記のとおり変更

（中止・廃止）したいので、平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業費

補助金交付要綱第４第１号（第２号）の規定により、その承認を申請します。

記

１ 変更（中止・廃止）の理由

２ 変更（中止・廃止）の内容

（注）以下第１号様式及び事業実施計画書の例により作成するものとし、

① 変更の場合は、補助金の交付決定により通知された事業の内容等及び収支

予算と変更後の事業の内容等及び収支予算とを容易に比較対照できるよう変

更部分を二段書きにし、変更前を上段に括弧書きすること。

② 中止又は廃止の場合は、中止又は廃止の年月日における事業の内容等及び

収支予算を記載すること。



第３号様式（第４関係）

財 産 管 理 台 帳

事業実施主体名・住所

補助事業によ

り取得（改良） 導入（改良）機器、設備名

した財産の内

容 （構造、規格、能力、台数）

導入（改良）年月日

経費の負担 事 業 費（円）

負 県補助金（円）

担

区 自己資金 （円）

分

そ の 他 （円）

処分制限 耐用年数

処分制限年月日

処分状況 承認年月日

処分の内容

備 考



第４号様式（第７関係）

番 号

平成 年 月 日

青森県知事 殿

住 所

補助事業者

氏名（名称及び代表者氏名） 印

平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業費補助金（概算払）請求書

金 円

ただし、平成 年 月 日付け 第 号で交付決定の通知を受けた平

成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業費補助金として、上記の金額を請

求します。

補助金交付決定額 既受領額 今回請求額 残 額

円 円 円 円

振 金 融 機 関 名

込 口 座 番 号

先 口 座 名 義

※「金融機関名」は、支店（出張所）等まで記載する。

「口座番号」は、「普通」、「当座」等の区分も記載する。



第５号様式（第８関係）

番 号

平成 年 月 日

青森県知事 殿

住 所

補助事業者

氏名（名称及び代表者氏名） 印

平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業

完了（廃止）実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定の通知を受け

た平成２５年度青森県農山漁村の元気な女性活動促進事業が完了（を廃止）したので、

青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添えて下記のと

おり報告します。

記

１ 事業に要した経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

事業に要した経費 金 円

補 助 対 象 経 費 金 円

補助金交付申請額 金 円

２ 事業の内容等

事業実施報告書のとおり



３ 収支精算

（１）収入の部

区 分 精算額（円） 備 考

県補助金

自己資金

そ の 他

合 計

（注）備考欄には、「自己資金」については調達方法又は制度資金等を利用した場合

の資金名・額等を、「その他」についてはその内容を、具体的に記載すること。

（２）支出の部

負担区分（円）

区 分 精 算 額 備 考

（円） 県補助金 自己資金 その他

（円） （円） （円）

４ 補助事業完了年月日 平成 年 月 日

（注）１ 実績報告における事業の内容等及び収支精算が、補助金交付申請書又は事業変

更承認申請書における事業の内容等及び収支予算と異なる場合は、異なる部分を

二段書きにし、変更前を上段に括弧書きすること。

２ 事業実施報告書の添付は要しない。


